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1 背景と目的 

戦後の急激な経済成長により人々は物質的な豊かさを

手に入れた一方で、自然との密接な関わりの中で営まれ

ていたかつての生活は失われ、人と自然の関係性が希薄

化している１。里山は、かつて人々の暮らしや生業に必

要な、燃料や農業資材、食料など様々なものを提供して

きた林野であり、人間による定期的な伐採と更新作業、

草刈や落ち葉掃きなど様々な管理をされる中で維持され

てきた。またそうして形成された環境に適応した多様な

生き物の棲家にもなってきた。里山と周囲の田畑やため

池、集落などの土地利用が一体となった空間は里地里山

と呼ばれ２、食料や燃料などの供給に加え、生物多様性

保全、景観創出や文化伝統の継承、洪水防止や地下水の

涵養、土壌浸食の抑制などの様々な機能があることが近

年注目されている３。里山は人による利用と管理によっ

て維持されてきたが、戦後の燃料革命や農業の近代化に

よって里山の需要は失われて管理放棄が進み、また都市

の拡大によって減少することで、前述のような機能が失

われつつある。もともと里山は人のニーズによって、時

代とともに変化をしてきたが、現在は林地から得られる

「もの」の需要そのものをほとんど喪失しているという

点で、これまでの変化と大きく異なる４。 
このような変化と共に、里山に関する記憶は急速に失

われつつある。従来、里山は農村部すなわち都市の外側

に位置していたが、戦後の都市化は周囲の里山を飲み込

む形で拡大してきた５。また、いわゆる平成の市町村合

併により、都市部にあった自治体は広大な農山村部もそ

の域内に含むようになり、都市と農村の一体的な検討の

必要性が生じている６。しかし、里山の需要が失われて

から久しく、利用や管理を経験した人も少なくなってい

る。特に都市周辺部では新たに移り住んできた住民も多

い中、そもそも地域の「里山」がどのように利用され、

以前はどのような姿であったのかという知識は共有され

ていない可能性が高い。里山は、地域の自然や文化によ

り多様な姿で存在している。よってそれぞれの地域で

人々が自然とどのように関わり生活や生業を営んできた

のか、それによりどのような景観が形成されていたのか

を理解することは、地域の文脈に沿った里山の将来像の

検討に欠かせない７。さらに、現代の里山管理にはボラ

ンティアなど多様な人々が関わっていることを考えると、

各地域において里山の成り立ちに関する共通理解を広め

ることは、現場での円滑な活動の推進にも有効と考えら

れる８。過去、とりわけ資料が豊富になってくる近代の

里山については、景観や資源利用９、その後の変化につ

いて解明が進められ、特に関東地方や関西地方において

一定の蓄積がある１０。 
熊本市は、肥後細川藩時代の城下町を中心として 1889

年に市制を施行して以降、周辺の町村との合併を繰り返

し、市街地を拡大させると共に、周囲の農村部も包含し

てきた。最近では 2008 年に下益城郡富合町、2010 年に

同城南町、鹿本郡植木町と合併し、市域には広大な農林

地を含むようになっている。現在、市内では米や野菜、

果樹、花き、畜産など、各地で特色ある農産物が盛んに

生産され、全国有数の産出額を誇る。しかし市域の 2 割

弱を占める林地については、利用されず放置されている

ものも多く、熊本市生物多様性地域戦略では二次林の減

少、スギ・ヒノキ人工林や竹林の管理不足等の課題が挙

げられている１１。しかし、こうした林地が過去にどのよ

うな利用がなされ、どのように変化してきたかといった

ことについては、必ずしも十分なまとまった資料が存在

していない。 
以上をふまえ、本稿では熊本市域の里山に関する今後

の検討の一助とするため、明治後期以降の里山の変遷に

ついてその概略を明らかにすることを目的とする。 
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2 研究の対象と方法 

2.1 対象地域 

熊本市は九州の中央付近に位置する人口 74 万人、面

積 390km2の政令指定都市である。市内には山地、丘陵、

台地、低地と異なる地形がみられる（図 1）。山地は市域

西部の金峰山を主峰とする火山帯をはじめ、北西部の金

比羅山や南部の雁回山周辺に分布する。山地より起伏の

小さい丘陵としては、立田山丘陵や託麻三山（神園山、

小山山、戸島山）などがある。東部には平坦面の広い託

麻原台地が広がり、北部では河川による開析が進み谷底

平野の入り込んだ台地が位置する。市域を西流する白川

や緑川の両側には低地が広がり、河口付近には江戸時代

以降に干潟を埋め立てて造成した干拓地が広がる。2001
年の環境省の自然環境保全基礎調査の結果によると、市

域の林地植生はシイ・カシ二次林が約 3 割を占め、スギ・

ヒノキ等の人工林が約 4 割、竹林が約 2.5 割を占める。 
 

  
図 1 熊本市の地形 

（データ出典）国土数値情報「行政区域データ」、基盤地図情報「数値

標高モデル 10ｍメッシュ」 

 
本稿では時代にかかわらず、図 1 に示す現在の熊本市

の行政域（以下、「市域」という）を対象としてその範囲

内の里山に着目する。よって以前は別の自治体であった

場所も含む。里山とは、前述のように薪炭材などの燃料

や、農業や生活に必要な資材を採取するための林地と、

牛馬の飼料や屋根材などを採取する草地の両方を含む林

野を本来は指すが、市域では近代以降には草地は少なく、

里山は林地が主体となっている１２ため本稿では林地を

対象とする。なお、現在市域の林地の約 1／4 は国有林

であるが、里山は人々が日常的に利用してきた場所であ

るため、一部を除き民有林のみを対象としている。 
 
2.2 対象時期 

本稿で対象にする時代は明治後期から現代までである。

明治期になると、産業や輸送手段の発達により全国的に

商品生産が拡大し、各種産業の原料や資材あるいは燃料

として木材の需要が拡大した。そして国有林における造

林や、一部地域での民間の林業地域（熊本県では芦北、

小国など）の形成も進んだ１３。しかし、薪炭が家庭用燃

料としては依然として重要な位置を占めているなど１４、

人々は身近な林地に依存して暮らしていた。明治後期ま

で遡ることで、戦後の石油製品や輸入製品などの代替品

登場による里山の需要の喪失という、本質的な変化が起

こる前の一つの姿１５を知ることができる。 
 
2.3 研究の構成と方法 

本稿は①里山を含む土地利用の変遷、②里山の植生と

利用の変遷、の二つの部分から構成される。図 2 に示す

ように、①については 1920 年代以降の統計情報と 1970
年代以降のGIS データを用いて、林地の分布や都市化に

よる影響等に着目して整理する。②については、市域全

域について統一的な基準で変遷を追える資料を欠いてい

るため、各種統計調査やGIS データ、行政関係の文書や

自治体史等の文献等、様々な定性・定量的情報を総合し

て、林地を構成する主要な樹種や林産物生産の変化等に

ついて社会・経済的背景とともに考察する。 

 
図 2 研究の構成と収集した主な情報 

（注）この他に行政関係の文書や自治体史などを参照した。各資料につ

いては、図中の[数字]で示すそれぞれのセクションで説明する。 
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3 土地利用の変遷 

3.1 地目別面積の変化 

3.1.1 大正期における土地利用の特徴  

土地利用に関しては、課税対象地に関する地目別面積

の統計を利用した。この統計は戦前と戦後では調査が異

なるため厳密な比較はできず、また課税対象地のみ対象

とされ国公有地や非課税地は含まれないなど制約はある

ものの、明治期以降に全国的に整備され、長期的傾向を

知ることができる１６。県内の市町村別の地目別面積は、

熊本県より刊行されている「熊本県統計年鑑」（1957 年

までは「熊本県統計書」）に掲載されている。 
まず大正期の土地利用の特徴をみるため、図 3 に 1921

年の地目別面積割合を旧市町村毎に示す。図中の円の大

きさは地目別面積の合計に比例する。市域全体では、山

林は民有地の 18％を占め、農地は 74％と広大な面積を

占めていた。市域全体では宅地は 7％に過ぎず、宅地の

占める割合の高い場所は旧熊本市や旧高橋町、旧川尻町

など市町部の一部に限られていた。山林は西部の金峰山

地帯の村々で特に割合が高いのが目立ち、例えば旧芳野

村では 70％を占めていた。他に山林の占める割合が高か

ったのは、北部の金毘羅山周辺の山地（例えば旧田原 
 

 
図 3 1921 年の地目別面積割合（民有地） 

（注）「その他」には「原野」、「池沼」、「雑種地」などを含む。なお、

旧畠口村、旧沖新村については面積が過小で、大正3 年の水害により土

地のほとんどが免租地となっていると考えられたため、これらについて

は大正 5 年のデータを使用した１７。地形については図 1 を参照。 
（データ出典）地目別面積：「熊本県統計書第 40 回」（熊本県）、行政界：

国土数値情報「行政区域データ」 

村で36％）、東部の立田山丘陵（例えば旧黒髪村で50％）

や雁回山など南部の山地帯周辺の村々（例えば旧豊田村

で 31％）だった。託麻三山をそれぞれわずかに含む村々

では、畑地が卓越していながらも一定割合の山林が見ら

れた（例えば旧広畑村では 13％）。また、北部の開析の

進んだ台地帯では、農地が卓越しつつも山林が一定の面

積を占めている地域（旧川上村 17％、旧桜井村 12％）

があり、当時の地形図を確認すると台地を刻む谷を縁取

る台地斜面上に森林が帯状に分布していることが確認さ

れた（図 4）。 
他方、白川や緑川の下流域の低地帯に位置する村々で

は田が卓越し、山林はほとんど存在していなかった。ま

た、畑は東部の託麻原台地上の村々で特に高い割合を占

めているのが目立った。 

図 4 北部の台地斜面の様子 
台地を刻む谷に水田が広がり、それを囲む斜面上に森林（灰色部分）が

分布している様子がわかる。 
（出典）国土地理院発行 2.5万分の 1地形図（大正 15年「植木」）に加筆 

 
3.1.2 現在までの土地利用の変遷  

図 5 は 1921 年から 2014 年までの市域の民有地の地

目別面積の推移である。1921 年から 1941 年までを見る

と、それぞれの土地利用に大きな変化は無かったことが

分かる。畑については若干の減少がみられるが、これは

明治後期以降に進んだ都市施設の整備（公共用地や鉄軌

道用地等）や、郊外の軍用地の拡大による非課税地への

地目転換の可能性が考えられる。 
少なくとも図 5 を見る限り、1960 年頃まで土地利用

に大きな変化は認められないが、1960 年以降になると、

畑の減少が著しくなり、宅地が急激に増加していること

が分かる。田は1960年から1970年まで増加しているが、 
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図 5 市域の地目別面積（民有地）の推移 

注：課税対象となる土地のみが含まれている。また調査が異なるため、

戦前と戦後では必ずしも連続してみることができない。「その他」は、

「原野」、「池沼」、「雑種地」などを含む。 
（データ出典）「熊本県統計書／年鑑」（熊本県） 

 
これは台地域において地下水汲み上げによる畑地の水田

化が進んだためと考えられる１８。しかしコメの生産調整

がはじまった1970年以降は田も一貫して減少している。

山林は 1970 年から 2000 年頃まで減少が見られる。 
 

3.2 都市化による変化 

都市化に伴って里山の置かれた環境がどのように変化

したのか、国土交通省より公開されている国土数値情報

「土地利用細分メッシュデータ」１９より 1976 年と 2014
年のデータを用いて、変化の内容や空間的な特徴に着目

して見ていく。なおここでの土地利用は、国公有地や課

税対象地も含む。 
前述のように都市化は 1960 年代から既に始まってい

るが、1976 年の時点では建物・交通用地は中心部から東

部にかけて、市域の 15％を占めていたに過ぎない（図 6 
(a)、図 7）。そして農林地が依然として市域の 8 割近く

を占めていた。市域の 21％を占めていた森林は、西部の

金峰山地帯をはじめ、北部の金毘羅山附近、南部の雁回

山周辺、東部の立田山や託麻三山付近を中心に分布して

いた。また北部の台地斜面に沿って小面積の森林が分布

していた。こうした特徴は、大正期の林地の分布（図 3）
と大きな違いはないと考えられる。 
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図 6 1976 年と 2014 年の土地利用 

（注）土地利用区分はデータの年代により若干異なるため再分類した。 
（データ出典） 国土数値情報「土地利用細分メッシュデータ」（1976年、2014年）、「道路データ」（1995 年） 
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図 7 市域の土地利用割合の変化 
 

1960 年代以降、区画整理や大型の公営団地建設などが

東部や北部で進み、さらに 1970 年代頃になるとマイホ

ームブームやマンションの建設が相次いだ２０。2014 年

の土地利用図を見ると東部の市街地がさらに拡大し、北

部や南部の幹線道路沿いでも開発が進んでおり（図 6 
(b)）、建物・交通用地は 35％と 1976 年の 2 倍以上に拡

大している（図 7）。新たに建物・交通用地になった箇所

の 77％が農地からの転用であり、農地面積は 1976 年の

約3割が減少した。森林の減少は農地に比べて少ないが、

一部が建物・交通用地や畑・果樹園等へ転用され、2014
年には 3 ポイント減少して 18％になっている。 
森林の分布は、2014 年においても大正期や 1976 年の

それと大きな違いはなかったが、周囲の土地利用を詳細

にみると 1976 年から大きく変わっているところがある

ことが分かる。1976 年には、多くの森林の周囲には農地

が広がっていたが、2014 年になると例えば北部の台地で

は幹線道路（国道 3 号、387 号）沿いの市街地が拡大し

て、台地斜面の森林に迫っている（図 6 の②）。さらに、

立田山や託麻三山では、2014 年には戸島山の北東側を除

いてほぼ建物・交通用地に囲まれる形になっている（図

6 の①）。立田山については、周辺で宅地開発が進んだ

1960 年代に市民による保存運動が広がり、1995 年まで

に 150ha が公有地化され「立田山憩の森」として整備さ

れている２１。また、託麻三山も現在は都市緑地として保

全が図られ、一部は市民団体により管理されるなどして

いる２２。 
  
3.3 小括 

市域の土地利用の変遷を主に林地の観点からみてきた。

まとめると以下の通りである。①大正期においては、市

域では旧市町部のわずかな市街地を除いて農林地が広く

分布し、特に農地は民有地の 7 割以上と広大な面積を占

めていた。②林地は、西部の金峰山地帯をはじめ、北部

の金毘羅山附近、南部の雁回山周辺、東部の立田山や託

麻三山付近など、山地や丘陵地、台地斜面などの開発の

困難な傾斜地を含む村に多く分布しており、田が広がる

低地部ではほとんど存在していないなど、市域の里山は

偏りを持って分布していた。③市域の土地利用は 1960
年代以降に大きく変化し、主に農地の転用によって市街

地が拡大されてきた。④林地も一部が転用されたものの

現在に至るまで相対的には減少は小さく、分布の特徴は

大正期と大きくは変わっていない。⑤しかし都市化の進

行にしたがって、従来は田畑と隣接していた林地は、一

部で市街地が迫るようになり、周辺環境に変化が見られ

る。なおこのような林地の一部は、制度的に都市の緑地

として位置づけられるようになっている。 
 

4 里山の植生と利用の変遷 

4.1 明治後期の里山 

4.1.1 町村是について 

明治期の林地についての情報源は多くはないが、本稿

では明治後期に作成された「町村是」をもとに、当時の

林地の植生と利用に関する情報を整理した。「町村是」は、

明治後期から大正期にかけて全国各地で作成された町村

単位の実態調査とそれに基づいた計画書であり、地方産

業の振興のために、前農商務省次官の前田正名により展

開された取組（町村是運動）がその背景にある２３。実態

調査の部分は統計情報を主体に構成されており、人口や

各種産業に関する幅広い情報が掲載され、各地の産業の

実態等を知るための貴重な史料でもある２４。 
熊本県では 1902 年 1 月に県により調査規定が定めら

れ、当時の県下 12 郡の全町村について調査を実施する

とされた２５。うち市域では表 1 に示す 9 つの旧町村の町

村是が残っていることが確認できた。これらの町村是に

おいて、林地の植生や利用を知る上で参考になる項目に

は、「森林」、「林産」、「山林植栽及伐採ノ状況」などがあ

る。ただし旧杉合村と旧隈庄町については森林面積が小

さいためか、森林に関する記載が無いため、これらを除

く 7 つの旧村の村是２６を対象として、上記 3 つの項目に

ついて記載内容を整理した。このように村是をもとにし

た情報は、市域全体を網羅してはいないものの、7 つの

村は位置としては第3章でみた林地の多く分布していた 

0%
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40%

60%

80%

100%

1976年 2014年

河川地及び湖沼
荒地・その他の用地
建物、交通用地
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表 1 熊本市域の町村是 
郡 町村是名 年 

飽託郡 小山戸島村是 1903（明治 36）年 
河内村是 1908（明治 41）年 

鹿本郡 田原村是 不明 
山本村是 1902（明治 35）年 

下益城郡 杉上村是 1902（明治 35）年 
豊田村是 1902（明治 35）年 
守富村是 1902（明治 35）年 
杉合村是 1902（明治 35）年 
隈庄町是 1902（明治 35）年 

 
 
（注）「年」とは、表紙あるいは調査者の記名と共に記されている年で

ある。『小山戸島村是』は新熊本市史編纂委員会（1997）に所収、河内

村是は河内町編（1991）に所収、『田原村是』と『山本村是』は熊本市

立植木図書館に所蔵、その他は熊本県立図書館に所蔵されているものを

参照した。 
 

 

図 8 町村是の存在する旧町村の位置 
（データ出典）図 3 に同じ 

 
地域に分散して位置しており（図 8）、ある程度偏りのな

い情報を得られると考える。なお、内容は各村是とも

1901 年の実態に基づくものと考えられる２７。 
 
4.1.2 里山の植生 

明治維新後、新政府にはまだ森林に関する明確な方針

がなく、木材市場拡大の影響もあって濫伐が各地で起こ

った。市域のいくつかの村是にも、維新後の混乱により

濫伐が起こり、森林が衰退していたことが記されている

２８。林地の具体的な樹種などについて、表 2 に、村是の

「森林」及び「山林植栽及伐採ノ状況」の記載事項を整

理した。これを見ると、松に関する記述が目立っている

ことが分かる。旧小山戸島村、旧田原村、旧豊田村では

松林が最も多いとあり２９、旧守富村や旧山本村について

も松林について書かれている。旧杉上村については村是

の別の項目「杉上村ノ位置」の中に、村内にある吉野山

について「松樹繁茂ス」と書かれている。ただ、旧小山

戸島村や旧田原村では土地が痩せているため良材は産出

できないとあり、旧守富村に至っては薪・柴用にのみ供

しているとある。他方、旧山本村では雑木林が最も多い

とあり、他の村においても、その他は全て雑木林で薪炭

を供するに過ぎない旨が書かれていた。雑木林とはシイ

やカシ、クヌギやコナラなどの広葉樹を主体とした複数

の樹種が混合した林で主に薪炭材を供する。村是の「森

林」に挙げられている樹種名（表 2）を見ても、松と雑

木は全ての村に共通している。以上から、当時の森林は

この2つの林が主だったと考えられる。松林については、

後述するように現在の市域にはほとんど存在しないが、

後述するように松には様々な用途があり、伐採跡地など

土壌が痩せている土地でも生育できることから森林の利

用圧が高かった時代には、関西地方や関東地方で多く生

育していたことが知られている３０。市域でもこうした傾

向にあったと考えられる。 
松と雑木以外では、「山林植栽及伐採ノ状況」には、旧

小山戸島村では杉や檜が、旧豊田村では杉、檜、樫、竹

が、旧田原村では杉、樟、竹の記載があったが、量とし

ては「僅少」だったとある。また、「森林」に挙げられて

いる樹種では、この他に、樅、欅、檞（かしわ）が含ま

れている村もあった。杉、檜については 7 つの村に共通

していたことから、少量とはいえ多くの場所で生育して

いたと考えられる。「山林植栽及伐採ノ状況」には、濫伐

の後、杉や檜、樟等の植林が増加傾向にあると書かれて

いる３１。なお、竹林については表2には記載が少ないが、

後述する林産物についてまとめた表 3 を見ると、全ての

村で竹材が生産されていたことから、多くの場所で生育

していたと考えられる。 
「山林植栽及伐採ノ状況」には主な樹種の他に、伐採

についても書かれている。松については、種子松として

30–40 年間利用する場合（旧山本村）を除いては、15
年（旧豊田村、旧田原村）から 25 年（旧小山戸島村）

と比較的短期で伐採されていたことが分かる。雑木の場

合はそれよりもさらに早く伐採することが多く、旧豊田

村では5－6年、旧田原村、旧山本村では7－8年であり、

旧小山戸島村では 20 年で伐採をしていた。つまり林地

は比較的短いサイクルで伐採され、若い林地が広がって

いたと考えられる。 

旧山本村 
旧田原村 

旧小山戸島村 旧河内村 

旧杉上村 

旧豊田村 
旧守富村 

旧杉合村 旧隈庄町 
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4.1.3 里山の利用 

上記のような林地はどのように利用されていたのか。

表 2 では多くの村で薪炭用に供する旨が書かれている。

林産物についてまとめた表 3 を見ても、薪や柴は 7 つの

村全てにおいて生産されていたことが分かる。他に、「山

本村是」の「林産副業状況」という項目には、冬季に伐

採した薪を附近の町屋に販売し生活費の足しにしていた

旨が書かれており、薪の生産は自家用のほか販売用にも

行われていたことがわかる。こうした様子については、

「新熊本市史」や「植木町史」にも記述がみられる。金

峰山の森林から得られる焚きつけ用の柴や薪は、人が肩

に荷って、あるいは牛背によって市中に出荷されたし３２、

旧鹿本郡では山村地帯から水田地帯へ薪を販売に行く人

もいて、明治末期には一把 4－5 銭の値段であったとい

う３３。また、時代が明確ではないが、森林を持たない地

域の農家は立木の伐採権を購入して自ら薪を生産したと

いい３４、さらに市街地に近い地域ではそのようにして得

た薪を町で販売することもあったという３５。他にも、販

売ではなく物々交換も行われていた。森林がない水田地

帯と森林のある地域の間では、藁やもみ、それらを焼い

た灰と、薪や柴との物々交換が行われ、もみは養蚕に使

い、灰は肥料にしていたという３６。 
薪は村是のある全ての村で生産されていた一方、木炭

は旧田原村以外では記載がなかった。他の文献でも「植

木町史」に、旧菱形村の山口において炭焼きが行われて

いたことが記されていたに過ぎない３７。熊本県の木炭生

産は、球磨地域や天草地域が多くを担っていたといい、

1920 年には熊本県の全生産のうち、球磨郡が 38％、天

草が 25％を占めていた３８。こうした地域と比べると森

林率の低い市域での木炭生産は活発でなかった可能性が

ある。薪の消費は、特に農家での消費が大きな割合を占

めていたのに対し、木炭は非農家とりわけ都市部での炊

事用・暖房用燃料としての利用が多く３９、当時の市内の

旅館などで消費される薪炭は、天草などからも移入して

いた４０。 
用材生産については、村是の作成された明治後期には、

明治維新後の濫伐の後、植栽が増えつつあった段階と考

えられる。表 3 をみると、杉、檜、松は 7 村中 4 村で生

産されていた。農村において家を建てる際、マツは梁や

垂木などの上部材に、杉は下部材に多く用いられたとい

う４１ 。他にもマツは薪、鉄工業用の炭、坑木などの土

木建築材など、様々な用途があった４２ 。竹は全ての村

で生産されており、竹皮もほぼ全ての村から生産されて

いた。竹林は古くから農家近くに設けられていて、農業

や漁業用の資材や生活に必要な道具、建築や土木資材な

ど幅広い用途に使われてきた。また、たけのこは食用と

して、竹皮は包装用などとして利用されてきた。  
 

表 2 村是の「森林」、「山林植栽及伐採ノ状況」の記載  
旧村名 「森林」（樹種名） 「山林植栽及伐採ノ状況」 
小山戸島

村 
杉、檜、松、樟、槲、

樫、雑木 
「種類ハ松林ヲ以最モ多トシ、外ニ杉檜等ノ類アリト雖モ僅少ナリトス。其他ハ総テ雑木ニシテ薪炭ヲ供スルニ

過ズ。松ハ二十五年内外、雑木ハ二十年内外ニシテ伐採ス。松林ト雖モ地味痩薄ニシテ、到底良材ヲ産出スベキ

見込ナシ。近来ハ杉樟木ヲ植栽スルモノ年々増加スル傾アリ。」  

河内村 杉、檜、松、雑木 記載なし 

杉上村 杉、檜、樅、松、雑木 記載なし 
豊田村 杉、檜、樅、松、樟、

欅、雑木 
「種類ハ松材ヲ以テ最モ多シトシ、他ニ杉檜樫竹等ノ類ナリト雖モ至テ僅少ナリトス。其他ハ総テ雑木ニシテ薪

炭ニ供スルニ過キス。松ハ十五年内外、雑木ハ五六年ニシテ伐採ス。松杉等ハ将来有望ニシテ、之ヲ植栽スルモ

ノ年々増加スルノ傾向アリ。」 
守富村 杉、檜、樅、松、雑木 「松木ハ雑木ニシテ薪及柴ニ供スルノミ。村民殖林思想ニ乏シク、未タ良材タルノ種苗ヲ植栽セサルモノナシ。」

田原村 杉、檜、松、雑木 「種類ハ松林ヲ以テ最モ多シトシ、外ニ杉楠竹等ノ類アリト雖モ至テ僅少ナリトス。其他ハ総テ雑木ニシテ薪炭

ニ供スルニ過キス。松ハ十五内外、雑木ハ七八年ニシテ伐採ス。松林ト雖モ地味痩薄到底良材ヲ産出スヘキ見込

ナキモノノ如シ。近来ハ杉ヲ植栽スルモノ年々増加スルノ傾アリ」 
山本村 杉、檜、樅、松、欅、

雑木、竹 
「山林ハ官林ヲ除クノ外皆薪材ニシテ雑木林最モ多ク、七八年ニシテ輪伐シ、以テ農家ノ燃料ニ供ス。松林ノ如

キハ種子松トシテ三四十年ヲ経過セバ、良材ヲ出ス事アリ。然レドモ概シテ小山林ノミナレバ随テ山林業ハ殆ド

天然ニ放置シテ、顧ミザルノ傾アリ。」  
 
注：樹種名については各村是の「森林」という統計表に含まれていた樹種名を列挙し、「山林植栽及伐採ノ状況」については記載を引用した。漢

字の旧字等は現在の漢字に直し、句読点を追加した。旧河内村と旧杉上村の村是では「山林植栽及伐採ノ状況」の記載を欠いていた。なお「森

林」の項目には、樹種別の数量なども掲載されているが、樹種や村によって使用されている単位等が異なるため、本報告では定量的な分析は行

わず、挙げられている種類にのみ着目した。 
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表 3 各村是に記載されている「林産物」の種類 

 林産物 
旧村名 

小山 
戸島村 

河内 
村 

杉上 
村 

豊田 
村 

守富 
村 

田原 
村 

山本
村 

 

檜 ○ ○ ○       ○ 
杉 ○ ○ ○ ○ 
松 ○ ○ ○ ○ 
樫 ○ ○   
樟 ○ ○           
竹 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

薪・柴 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
木炭           ○   

 

栗実 ○ ○ ○ 
楊梅 ○ ○   
筍 ○   ○     ○ ○ 

 

株梠皮 ○   ○     ○ ○ 
竹皮 ○   ○ ○ ○ ○ ○ 
楮皮 ○ ○ 
櫨実 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
椿実 ○ ○ ○ 

山茶花実 ○ ○ ○ 

 

樟脳         ○     
樟脳油         ○     

 
注１：「分類」は筆者により林産物を分類したもの。 
注２：「竹」、「鉾竹」、「小竹」は「竹」としてまとめ、「雑木」、「柴」、

「薪」、「薪柴」は「薪・柴」として整理した。 

 
薪炭材や木竹材のほかにも、村是からは様々な林産物

が生産されていた様子が分かる。村是に掲載されていた

林産物は全部で 19 種類あり、最も少ない旧守富村で 6
種類、多い旧山本村で 13 種類、平均 10 種類の林産物が

掲載されていた。 
櫨実は 7 つの村全てで生産されていた。櫨実からは、

蝋燭や鬢付けの原料である木蝋が得られる。17 世紀後半

以降、これらが普及して各地で櫨の栽培が広がった。18
世紀以降には製蠟は西南日本の特産業になり４３、肥後藩

でも 1803 年に旧託麻郡出水村（現出水町）に藩の搾蝋

所が設けられ４４、明治期になると城下町周辺を中心に、

民間の製蠟所も創立され生産量は増大したという４５。な

お櫨の栽培は必ずしも林地に限定されたものではなく、

道や川の土手、荒れた畑などへの植栽も奨励された４６。 
椿や山茶花の実はそれぞれ3つの村で生産されていた。

これらの種子から採った油は髪油などとして古くから使

われていた。九州でも多く生産され、1913 年の熊本県の

生産量は長崎、東京に次いで 3 番目に高かった４７。旧熊

本市内で生産された椿油は市内、県内で消費されるほか、

多くを京阪地方に移出していた４８。 
樟脳やそれを抽出する過程で生じる樟脳油は旧守富村

で生産されていた。樟から精製される樟脳は、古くから

医薬品や防虫剤等幅広い用途があったが、近代になると

セルロイドの原料としてその需要が増大し、日本の重要

な輸出品となっていた４９。樟脳油は、防臭、殺虫剤等に

使われる。 
その他、表 3 からは食用の栗実や楊梅、箒やたわしな

どを作る棕櫚皮、紙の原料となる楮皮が生産されていた

ことが分かる。 
なお、町村是の策定は地方産業の振興を背景としてい

たことから、ここに挙げられている林産物は、必ずしも

各村の林地で産出されるもの全てを網羅しているわけで

はなく、きのこ類や山菜など、自給的に少量生産されて

いたものは挙げられていない可能性がある。また、ここ

で挙げられた加工業の原料となる林産物の中には、代替

品の登場によりその後まもなく需要が縮小したと考えら

れるものもある。櫨に関しては、明治 40 年（1907）頃

以降洋蝋の登場により価格が低下し、さらに電燈の普及

も需要を押し下げた５０。また樟脳も、その後代替品とな

る化学製品の進出によって明治末期には需要が減少し

５１、和紙についても洋紙の攻勢を受けて昭和初期にかけ

て楮の生産が急減した５２という。 
 
4.2 戦後の里山の変化  

4.2.1 薪炭需要の喪失 

薪炭を主とした森林の利用はいつ頃まで行われていた

のか。少なくても北部の旧山本村、旧田原村、旧吉松村

では、1950 年代にはまだ自家用あるいは少数の販売用に

薪炭材を生産しており５３、森林を所有していない場合で

も薪炭は重要な燃料源で他村から購入していた農家もあ

ったという５４。また、東部の戸島山でも薪取りは 1950
年代まで行われていたというヒアリング結果がある５５。 
市域の薪炭の生産量に関する統計データは残っていな

いため、熊本県や旧熊本市及び旧飽託郡のデータを用い

て検討する（図 9）。熊本県全体の木炭の生産量は、戦前

は 1929 年に、戦後は 1957 年にそれぞれピークを迎えた

後、1960 年代中頃にかけ急激に生産量が落ち込んでいる。

県全体の薪の生産量も同じ時期に急減していることが分

かる。旧熊本市及び旧飽託郡について木炭の生産量を見

ると、戦前にはごく僅かだったが戦中―戦後に増加して
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1956 年にピークを迎えた後、1960 年代初頭にかけて急

激に減少していることが分かる。これらの傾向から市域

でも1950年代後半から遅くても1960年代中頃までには

薪や木炭の生産は無くなったと考えられる。日本全体で

は、木炭や薪の消費量の減少とともに、石油や電気、ガ

スなどの消費量が増加しており（図 10）、市域でも同時

期にこれら化石燃料への転換が進んだとみられる。 
他方、この時期には薪炭材以外の林地の利用促進も模

索されていた。例えば燃料効率のよい改良かまどの普及

により薪炭の需要を抑えたり荒れている森林を整備する

などして、用材林への転換、シイタケ栽培５６、加工用竹

材用の竹林の育成や改善などが奨励されている５７。 
 

 
図 9 木炭と薪の生産量の推移 

 
（データ出典）木炭は、熊本県、旧熊本市・旧飽託郡とも 1940年以前

は「熊本県統計年鑑」（熊本県）、1946 年以降は「熊本県木炭史」（熊本

県林務水産部林業経営課編）。普通薪は「熊本農林水産統計年報」（農林

省熊本統計調査事務所 ）。 
 
 
 

 
図 10 日本の家庭用燃料消費量の推移 

 
（注）各項目の単位は以下の通り。木炭（100 t）、薪（1000層積m3）、

灯油（1000kl）、電灯（1000万 kWh）、都市ガス（100 億 kcal）、液化

石油ガス（1000 t） 
（データ出典）「日本の長期統計系列 第 10 章 エネルギー・水」５８ 

 

4.2.2 1980年頃の植生と利用 

林地の植生には明治後期以降、どのような変化があっ

たのか。時代が少し下がるが、1980 年頃以降からの植生

については環境省より「自然環境保全基礎調査植生調査」

の現存植生図GIS データが公開されている。村是の定性

的記述とは直接的な比較はできないが、1980 年頃５９の

植生の情報をもとにその間の変化を考察する。 
図 11 は、上記 GIS データから国有林を除いた範囲の

森林・竹林について植生のタイプごとに集計したもので

ある。1980 年頃の市域の林地は、主にシイ・カシ二次林

等の「常緑広葉樹二次林」とスギ・ヒノキ林等の「常緑

針葉樹林人工林」で構成されていた。既にみたように、

明治後期に広く分布していたと考えられる雑木林とマツ

林のうち、雑木林については、「常緑広葉樹二次林」や「落

葉広葉樹二次林」が概ねこれに相当し 1980 年頃には森

林の 6 割近くを占めていた。しかし、アカマツ林の含ま

れる「常緑針葉樹二次林」は 1980 年には 1％にも満た

なかった。つまり 1980 年までにマツの大きな減少があ

ったと考えられる。この原因として、薪や材としての需

要が低下したこともあるが、全国的に猛威を振るった松

材線虫病によるマツ枯れによる影響も大きいと考えられ

る。マツ枯れは熊本県では 1939 年に八代市付近で発生

が確認され戦後急速に県下全域に広がっている６０。市域

では北部の旧吉松村においてマツの枯死が多数あったこ

とが 1950 年代後半の記述にある６１ことから、少なくて

もこの時期にはマツ枯れが発生していたことになる。 
林地の 3 割程度を占めていた「常緑針葉樹林人工林」

については、前述のように、明治維新期の乱伐の後、ス

ギ・ヒノキ等の植林により回復が図られ、また、1950  

 
図 11 市域の林地植生面積割合の変化 

 
（注）「自然環境保全基礎調査植生調査」の現存植生図GIS データから

森林及び竹林に該当する植生のみを抽出し凡例は再分類した６２。また、

国有林については国土数値情報の「森林地域データ」を用いて除外した。

なお、市域の南端部の約 1.8km2は、2001年のデータが未整備なため両

時期から除外している。  
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年代後半以降の拡大造林政策によってさらに増加が図ら

れた。しかし、1970 年代になると、林業労働力不足や高

齢化、賃金の高騰に加え、外材の輸入増大、代替品等の

進出により、拡大造林の推進は停滞している６３。 
 
4.2.3 2001年までの植生の変化と要因 

次に2001年の同植生図データも用いて1980年頃から

の植生の変化をみる。二つの植生図は縮尺が異なるなど

の違いがあり詳細な比較は難しいため、植生面積の大幅

な変化にのみ着目すると６４、二時期間で「竹林」の占め

る割合が 8％から 32％へと大幅に増加し、「常用広葉樹

二次林」は 57％から 32％に減少していた（図 11）。 
約21年の間に竹林の拡大は著しく植生図上で約3.6倍

の面積の増加がみられた。戸島山の竹林の拡大の様子を

空中写真等により分析した研究でも、1983 年から 2003
年の間に竹林の拡大が顕著にみられ面積は 2.6 倍に拡大

していたことが示されている６５。前述のように、竹は従

来様々な用途に用いられていたが、プラスチック製品の

台頭や、中国産のたけのこの増加などにより近年は需要

が低下している。「熊本県林業統計要覧」から、市域の 
 

 
図 12 竹材及びたけのこ生産量の推移 

（データ出典）「熊本県林業統計要覧」（熊本県農林水産部） 

 
図 13 しいたけの生産量の推移 

（注）1985年以降の生しいたけの重量は、1971～1980 年の換算値を

産出しその平均値を用いて、乾重量に換算した。 
（データ出典）「熊本県林業統計要覧」（熊本県農林水産部） 

竹材とたけのこの生産量の推移をみると（図 12）、竹材

の生産量は減少傾向にあり2015年の生産量は15,000束
と 1971 年の 1／3 近くにまで減っている。たけのこ生産

量は 1970 年から 1990 年にかけて、約 1200－1400t で
推移していたが、その後急減している。2015 年の生産量

は約 316 t で、1975 年の 1／4 以下になっている。こう

した生産の減少は、竹林の管理放棄面積の増大を示唆す

る。竹は地下茎により旺盛に繁殖し拡大するため、間伐

などの管理が行われない竹林は、近隣の林や耕作放棄地

などに容易に侵出し拡大する６６。 
このような竹林の拡大は西日本を中心に各地で見られ

ている。関東地方から九州地方の竹林拡大に関する研究

のまとめ６７によると、竹林の年間拡大率６８は平均

1.03ha/(ha year)であった。同様に市域の年間拡大率を

求めると 1.07 ha/(ha year)であり、他地域と同等以上の

速度で拡大していることが分かる。 
また、前述のように 1950–60 年代には、しいたけ栽培

のためのほだ木の生産も奨励されていたが、しいたけ生

産量は 1980 年以降、上下しながらも全体としては減少

傾向である（図 13）。2015 年の生産量は約 1.8 t で、1980
年の生産量の 1／5 になっている。 
以上のように、林産物の生産が減少した結果、多くの

林地で管理が放棄されていると考えられる。森林を構成

する樹木の材積である森林蓄積の変化（図 14）を見ても、

1980 年代以降森林の蓄積は一貫して増加していること

が分かり、伐採や間伐が行われないことにより樹木が成

長を続け、森林がより密な状態になってきていることを

示している。 

 
図 14 森林蓄積の推移 

（注）森林法に基づく地域森林計画の策定対象となっている民有林

のみ対象。 
（データ出典）「熊本県民有林資源調査書」（熊本県農林水産部森林

局森林整備課編） 
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4.3 小括 

以上、明治後期以降の市域の林地の植生と利用の変遷

をみてきた。まとめると以下のようなことが言える。 
①明治後期の林地は、雑木林や現在ではほとんどみら

れないマツ林を主体としていたと考えられた。また規模

は大きくないものの、スギ・ヒノキ等の用材林や竹林も

一般的に見ることができたようだ。②林地は主に当時燃

料として重要だった薪の生産に供されるため比較的短い

サイクルで伐採され、若い林地が広がっていたと考えら

れる。③林地からは薪や木竹材の他にも、食料や、櫨や

椿・山茶花の実などの加工用の原料など、様々な林産物

が生産されており、人々の日常生活の支えとなるととも

に、地域の産業の発達にも寄与していたといえ、林地に

物質的に強く依存していた当時の様子が浮かび上がる。 
④日本の多くの地域で報告されているように６９、市域

においても 1960 年代を境に各種林産物の需要低下によ

り、里山が大きく変化してきたことが確認された。つま

り、⑤遅くても 1960 年代中頃までには化石燃料の普及

により、薪炭の生産はなくなり、竹材やたけのこ、しい

たけ等の他の林産物生産、あるいはスギ・ヒノキ等の用

材生産についても、安価な輸入品や代替品の普及等によ

り現在までに減少している。⑥明治後期には一般的に見

られていたと考えられるマツ林は、マツ枯れ等により遅

くても 1980 年頃にはほぼ姿を消していた。⑦近年、経

済的価値を失ったシイ・カシ二次林やスギ・ヒノキ人工

林などは管理が停滞していることで成長を続け、森林は

密な状態になり、さらに、地下茎による強い繁殖力を持

つ竹林の急速な拡大が顕著になっている。 
 

5 結言―本研究の成果と今後の課題― 

熊本市域の明治後期以降の里山について、土地利用と

林地植生・利用の観点からその変遷を既存の資料やデー

タをもとに明らかにしてきた。その結果、明治後期以降

から 1960 年頃までの里山では、燃料となる薪をはじめ

様々な林産物の生産を通じて、人と里山との間には強い

結びつきがあったこと、その後、輸入品や代替品の登場

により里山に対するニーズが急速に低下し、マツ枯れや

管理放棄により植生が大きく変化してきたことなど、日

本の多くの里山が経験した変化が確認された。 
明治後期の里山に関しては、現在はほとんど見られな

いマツ林が一般的に見られたこと、林地は偏って分布し

ていたものの、薪は森林を所有していない農家によって

も生産され市街地や水田地帯など森林のない地域にも広

くもたらされていたこと、林地からは燃料や木竹材以外

にも櫨や椿・山茶花の実等の加工用原料も生産されてい

たことなど、市域における里山の特徴の一端を示すこと

ができた。当時の里山の詳細な姿については、他の資料

や地形図等を用いてさらに検討を進める余地がある 
市域の林地は、大正期から山地・丘陵地や台地斜面な

どの傾斜地に偏って分布しており、その特徴は都市化に

よって面積が多少減少した現在も変わっていない。しか

し、都市化の進行にしたがって、一部の林地は都市の公

園緑地として組み込まれて保全・活用がされるようにな

った。冒頭にも述べたように、里山はその時代の人のニ

ーズによって、常に変化をしてきた。市街地近くの里山

は現代の都市住民のニーズを踏まえて、市民の散策やレ

クリエーション、教育のための貴重な場として新たな役

割を担っているといえる。過去の植生や利用を理解する

ことは、そうした際にも地域の文脈に沿った管理計画の

検討に寄与すると考えられる。 
一方、それ以外の林地では、新たな活用方法を見出せ

ないまま管理が放棄されているところも多い。林地の管

理放棄は、生物多様性の低下や獣害、景観の悪化などに

つながる。また、水源涵養や洪水防止といった観点から

も林地が適切に維持管理されることは重要である。日本

各地の里山においてバイオマス燃料や肥料としての活用、

竹材の新たな活用など、里山の生物資源の新たな活用が

試みられている。本稿で見てきたように、里山は人が農

業や生活に必要なモノを得るために利用し維持されてき

た場所であり、林地の生物資源を継続的に利用する仕組

みの構築が里山の保全につながる。もちろん、広大な林

地の全てに対処することは容易ではない。現代のニーズ

と社会状況を踏まえつつ、前述のようなレクリエーショ

ンや教育、あるいは環境保全等も含めた様々な方法を検

討し、それぞれの場所に適した人と里山の良好な関係構

築が望まれる。 
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１ Takeuchi et al. (2016) 
２ 本稿では「里山」を、田畑や集落も含めたランドスケープ全

体ではなく、林野（林地と草地）の意味で用い、特に林地に

着目する。 
３ 国連大学高等研究所・日本の里山・里海評価委員会編（2012） 
４ 山本（2016） 
５ 例えば、Ichikawa et al. (2006) 
６ 武内（2008） 
７ 深町（2014） 
８ 内山（2013） 
９ 藤原（2005） 
１０ 例えば、関東地方については関東地方南部（小椋 1993；

Ichikawa et al 2008）のほか、房総半島（小椋 1994）、多摩

丘陵（別所ら 2001），三浦半島（山田ら 1997）、比企丘陵（横

張・栗田 2001）における植生景観の把握などがある。関西地

方については、丹後半島（深町ら 1997）による植生構造や土

地利用の変化や、滋賀県西部における堀内ら（2006、2007）
による山林資源利用に関する研究などがある。 

１１ 熊本市（2016）p. 41 
１２ 後述する地目別面積は、草地を意味する原野が「その他」

に含まれており、直接的に数字を知ることはできないが、例

えば明治後期に作成された地形図等を確認すると、小面積の

荒地が所々確認できるのみだった。 
１３ 林業発達史調査会編（1960）p.273 
１４ 柳（2004）p.269 
１５ 里山は長い歴史の中で人々のニーズの変化によって利用や

                                                                                        
 
植生を変えてきた。近代以前は全国的に草地がより広く分布

していたり、関西などでは禿山の時代もあったこともある。

近代はそうした長い歴史の中の一時期ではあるが、人々が日

常生活に必要な物資を里山に依存していた時代の里山の一つ

の姿を捉えることができる。 
１６ 総務省統計局：日本の長期統計系列（第 1 章国土・気象解

説）<http://www.stat.go.jp/data/chouki/01exp.html>  
１７ 大正5年の地目別面積が掲載されている第36回熊本県統計

書（大正 6 年刊行）には、「高潮災害に罹りたる荒地免租年期

地」の面積が別途記載されていた。 
１８ 1968 年には 1 年で 180ha の新田が整備されたという。（新

熊本市史編纂委員会編 1995，p.430） 
１９ 2 万 5 千分 1 地形図や衛星画像を基に作成された 3 次メッ

シュ 1/10 細分区画（約 100m 四方）毎の土地利用区分のGIS
データ。本稿では 1976 年及び 2014 年のデータを用い、デー

タの集計・分析にはQGIS（ver2.14.19）を用いた。 
２０ 新熊本市史編纂委員会編（2000）p.97-104  
２１ 熊本市（2016）p.71  
２２ 熊本市（2016）p.85   
２３ 有田ら（2014） 
２４ 山中（1991） 
２５ 加藤（1903） 
２６ 本稿では対象に町是は含まれないため以後「村是」と呼ぶ。 
２７ 熊本県の調査規定（新熊本市史編纂委員会（1997）に所収）

には現在あるいは現況とは明治 34（1901）年の時点にする

旨が記載されており、各村是とも掲載されている累年統計表

の最新年は明治34年である。なお、旧河内村は明治35（1902）
年に 3 村（旧河内村、旧船津村、旧白浜村）が合併している

が、河内村是はこの旧三村に関する内容である（河内村編

（1991）の冒頭部分（「はじめに」）参照）。 
２８ 旧小山戸島村、旧豊田村、旧田原村、旧山本村の村是の「山

林ノ盛衰並ビニ其ノ原因」には、封建時代には、御山奉行が

植栽や伐採等において注意を払っていたため、至るところが

鬱蒼としていて用材は乏しくなかったが、維新後は一時、適

切な林政が行われなくなったために濫伐が起こり衰退してい

る旨が記載されている。 
２９ ただし文章の書かれ方をみると、薪炭用の雑木林以外では、

マツ林が最も多いという意味とも考えられ、必ずしも雑木林

との比較ではないようである。ただし旧山本村では雑木林が

最も多かったようである。 
３０ 例えば関東地方では山田ら（1997）、別所力ら（2001）、関

西地方では小椋（1992）など 
３１ 他にも「山林ノ盛衰並ビニ其ノ原因」の項目に、近年は植

栽を増やしていると記載されている。 
３２ 熊本市役所編（1973）p.12-17 
３３ 植木町史編纂委員会（1981）p.657 
３４ 植木町史編纂委員会（1981）p.657；新熊本市史編纂委員会

（1996）p.183 
３５ 新熊本市史編纂委員会（1996）p.183 
３６ 新熊本市史編纂委員会（1996）p.99；植木町史編纂委員会

（1981）p.657 
３７ 植木町史編纂委員会（1981）p.789 
３８ 熊本県編（1963）p.278 
３９ 柳（2004）p.269 
４０ 藩政期に港町だった高橋町は物資の集散地であり、天草か

らの薪炭を、旅館など城下町へ運んだという（新熊本市史編

纂委員会，1996）。 
４１ 新熊本市史編纂委員会（1996），p.183–184
４２ 高嶋（1975） 
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４３ 長野（1983） 
４４ 熊本県編（1961）p.447 
４５ 熊本県編（1962）p.404 
４６ 長野（1983） 
４７ 辻本（1916）p. 419 
４８ 新熊本市史編纂委員会編（2001）p.318 
４９ 中村佐八郎（1906） 
５０ 新熊本市史編纂委員会編（2001）p.333 
５１ 熊本県編（1963）p.279 
５２ 熊本県編（1963）p.279 
５３ 熊本県鹿本地方事務所編（1957）p503、518、582 
５４ 熊本県鹿本地方事務所編（1957）p542、582 
５５ 林・山田（2008） 
５６ 熊本県鹿本地方事務所（1957）p 503、518、564、582-583 
５７ 熊本県鹿本地方事務所（1957）p530、542,   
５８ 総務省統計局HP「日本の長期統計系列 第 10 章 エネル

ギー・水」<http://www.stat.go.jp/data/chouki/10.html>   
５９ 同調査の第 2・3 回調査分（1979 年、1983 年調査）を使用。 
６０ 熊本県HP「熊本県の松くい虫被害の現状と対策について」 

<http://www.pref.kumamoto.jp/kiji_17922.html> 
６１ 熊本県鹿本地方事務所（1957）p582 に「近時はなはだしい

松虫の侵入により、その枯死用材は莫大な数に上る」とある。 
６２ 1/5 万植生図（第５回調査まで）と 1/2.5 万植生図（第６回・

第７回調査）の凡例対応表（環境省HP<http://gis.biodic.go. 
jp/webgis/sc-018.html#anchor02>に掲載）と、小川ら（2013）
をもとに、以下のように再分類した。 

  第 2・3 回（1981 年
頃） 

第 6 回（2001年）

常緑広葉樹林自然林 ミミズバイ‐スダジ
イ群集 

  

落葉広葉樹林自然林 スズタケ‐ブナ群団 ムクノキ群落

常緑広葉樹林二次林 シイ・カシ萌芽林 シイ・カシ二次林

落葉広葉樹林二次林 クヌギ‐コナラ群集 アカメガシワ‐カラ
スザンショウ群落 

コナラ群落 コナラ群落

落葉広葉樹林人工林   クヌギ植林

常緑針葉樹林二次林 アカマツ群落 アカマツ群落

常緑針葉樹林人工林 クロマツ植林 スギ・ヒノキ・サワ
ラ植林 スギ・ヒノキ植林 

その他植林   その他植林

竹林 竹林 竹林 
 
６３ 熊本県（1973） 
６４ 第 2・3 回と第 6 回とでは、植生図の縮尺等が前者は 5 万分

の 1、後者は 2.5 万分の 1 と異なり、詳細な比較は難しいた

め、ここでは各植生面積の増減など大まかな変化をみるにと

どめた。 
６５ 林・山田（2008） 
６６ 内村（2012）p.108-110 
６７ 篠原ら（2014）  
６８ 算出は篠原ら（2014）に従い以下に計算式による。 
年間拡大率＝（Aafter／Abefore）１／Y 
ここで，Aafterは解析終了年の竹林面積（ha）、Abeforeは解析

開始年の竹林面積（ha）、Y は解析年数（year）である。な

お、開析開始年（第 2・3 回の調査年）は 1981 年としY は

20 として計算した。 
６９ 例えば Ichikawa et al. (2006)，深町ら（1997） 

─ 24 ─ ─ 25 ─


